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南西部保健医療圏 

 

 

 

（県図及び二次保健医療圏 

の位置図） 

【圏域の基本指標】     [県値] 

人口総数         709,451 人 

人口増減率（H22～H27） 2.8％    [1.0％] 

年齢３区分別人口 

 0～14 歳 95,643 人（13.6％）  [12.6％] 

15～64 歳 450,477 人（65.7％）  [62.5％] 

65 歳～  159,457 人（22.7％）  [24.8％] 

出生率（人口千対）    9.2     [7.8] 

死亡率（人口千対）    7.6     [8.7] 

（数字は半角を用いる） 

保健所 朝霞保健所 

圏 域 

（市町村） 

朝霞市・志木市・和光市・新座市・富士見市・ふじみ野市・ 

三芳町 

取組名 小児救急医療及び周産期医療  

【現状と課題】 

 当医療圏管内の小児救急医療について、比較的軽症の患者に対応する初期救

急医療は、各市町で地区医師会を中心に時間外に診療できる体制の整備を進め

ています。  

 一方で、深夜帯に初期救急患者に対応する医療体制の整備が課題となってい

ます。 

 高度・専門の医療を提供する二次救急医療については、朝霞市、志木市、和

光市、新座市は朝霞地区に、富士見市、ふじみ野市、三芳町は川越地区の救急

医療圏にそれぞれ属しています。それぞれ空白日はなく医療体制が確保されて

いますが、軽症患者の集中による小児救急病院の機能低下を防止し、安定した

機能維持を図る必要があります。朝霞地区においては小児二次救急を全日、担

当している独立行政法人国立病院機構埼玉病院の負担を軽減する趣旨で、開業

医による救急支援事業を同病院内で実施するとともに、川越地区のイムス富士

見総合病院が朝霞地区の輪番制に参加しています。 

小児救急においては、少子化や核家族化が進む中で、身近に相談できる人が

いないことによる保護者の不安感の存在、専門医や高度な医療の志向により、

初期救急医療機関で受診すべき多くの軽症患者が、重症患者を対象とする第二

次救急病院を受診するなど、救急医療の機能分担が十分行われていないという

問題もあります。 

また、子どもの安心・安全な医療の提供のためには小児救急医療とともに、

ＮＩＣＵの増床など周産期医療体制の整備が望まれます。 
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○小児初期救急実施状況 

  月 火 水 木 金 土 日 祝 

朝霞市、志木市、 昼間       ○ ○ 

和光市、新座市 準夜 ○ ○ ○ ○ ○ ○   

深夜         

富士見市、ふじ

み野市、三芳町 

昼間       ○ ○ 

準夜 ○ ○ ○ ○ ○ ○   

 
深夜         

 ※このほか、堀ノ内病院、ＴＭＧあさか医療センター、新座志木中央総合病院、イムス 

  三芳総合病院などの二次救急医療機関も週１、２日程度、初期救急患者を受け入れる 

  など地域全体で小児救急医療を支えています。 

 ○小児第二次救急実施状況 

  朝霞地区（輪番制）、川越地区（拠点病院制）により全日実施  

 ○周産期医療施設の状況 

 新生児集中治療室 

（ＮＩＣＵ） 

新生児治療回復室 

（ＧＣＵ） 

母子・胎児集中治療管

理室（ＭＦＩＣＵ） 

南西部保健医療圏  

（うち埼玉病院） 

４床 

（４床） 

０床 

（０床） 

０床 

（０床） 

埼玉県全体 １４９床 １６３床 ４２床 

【施策の方向（目標）】 

休日や夜間における急病や事故に遭った子ども及び危険度の高い胎児、新生

児が必要な医療を適切に受けられるよう、小児救急医療体制及び周産期医療体

制の整備を進めます。また、子どもの急病に対する保護者の不安を解消すると

ともに、症状に応じた適切な受診を推進します｡ 

【主な取組及び内容】 

■小児救急医療体制の充実・強化 

 初期救急医療から第三次救急医療まで、切れ目のない小児救急医療体制を整

備します。また、それぞれの機能を十分発揮できるよう連携を強化します。 

 <実施主体：市町、保健所、医師会、医療機関> 

■休日・夜間における適切な小児救急受診の推進 

 小児救急電話相談の利用促進及び市民等を対象とした研修会の実施など小児

救急受診に関する普及・啓発を推進し、休日・夜間の適切な受診の推進を図り

ます。      <実施主体：市町、保健所、医師会、医療機関、消防本部> 

■ＮＩＣＵの整備など周産期医療体制の整備・充実 

 独立行政法人国立病院機構埼玉病院など小児救急医療を担う医療機関におい

て、ＮＩＣＵの整備など周産期医療体制の整備・充実を図ります。 

 <実施主体：保健所、医師会、医療機関> 
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（県図及び二次保健医療圏 

の位置図） 

【圏域の基本指標】     [県値] 

人口総数         709,451 人 

人口増減率（H22～H27） 2.8％    [1.0％] 

年齢３区分別人口 

 0～14 歳 95,643 人（13.6％）  [12.6％] 

15～64 歳 450,477 人（65.7％）  [62.5％] 

65 歳～  159,457 人（22.7％）  [24.8％] 

出生率（人口千対）    9.2     [7.8] 

死亡率（人口千対）    7.6     [8.7] 

（数字は半角を用いる） 

保健所 朝霞保健所 

圏 域 

（市町村） 

朝霞市・志木市・和光市・新座市・富士見市・ふじみ野市・ 

三芳町 

取組名 精神保健医療福祉対策  

【現状と課題】 

社会環境の急激な変化と複雑多様化により、人々の精神的ストレスが増大さ

れ、様々な心の健康問題を抱える人が増えています。 

当医療圏の自殺者は、減少傾向が続いていますが、中高年の男性の自殺割合

が高い特徴が続いています。自殺の背景にある様々な問題に対応するために、

引き続き地域保健、労働保健、学校保健、福祉機関等の関係機関が連携して取

り組む必要があります。 

また、社会問題化している青少年や中高年のひきこもりについては、ライフ

ステージに応じた適切な相談支援体制の整備と、各分野の有機的な連携強化が

重要となります。 

精神疾患等を抱える方が、安心して自分らしい社会生活を送ることができる

ように、医療体制の整備と障害福祉サービス等を活用していく生活支援体制の

充実が必要です。 
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【施策の方向（目標）】 

多様な精神疾患等に対応するため、地域の関係機関が連携を強化し、必要な

時に適切な医療や相談が受けられる支援体制を整備します。また、精神疾患等

の悪化や再発を予防しながら、地域社会の一員として安心して自分らしい暮ら

しができる地域づくりを推進します。 

【主な取組及び内容】 

■心の健康づくり対策の推進 

自殺予防対策をはじめ、ひきこもりの社会問題等に対し、ライフステージに

応じ様々な社会要因に対応する施策を、各分野及び関係機関との連携を強化し

て推進します。 

〈実施主体：市町、保健所、医師会、薬剤師会、医療機関、教育機関、労働機

関、保健衛生団体〉 

■精神保健医療福祉の相談支援体制の強化 

住民が必要な時にいつでも相談できる相談支援体制を充実します。また、多

様な精神疾患等に対し、専門研修や情報提供を行い、相談支援職員の資質向上

を図ります。 

〈実施主体：市町、保健所、医師会、薬剤師会、医療機関、福祉機関、労働機

関〉 

■退院後支援と地域包括ケア体制の推進 

保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて退院後の支援、精神障害者

にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた体制の推進を図ります。 

〈実施主体：市町、保健所、医師会、薬剤師会、医療機関、訪問看護ステーシ

ョン、障害福祉サービス事業者、地域包括支援センター、介護保険事業者、〉 

■認知症ケアの充実 

 認知症患者において徘徊や精神症状などの行動・心理症状（周辺症状）が出

現した場合、身体疾患を合併した場合でも、適切なサービスや医療を受けなが

ら地域社会で暮らしていけるよう、地域でのケア体制の整備を図ります。 

〈実施主体：市町、保健所、医師会、医療機関、認知症疾患センター、訪問看

護ステーション、障害福祉サービス事業者、地域包括支援センター、介護保険

事業者〉 
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（県図及び二次保健医療圏 

の位置図） 

【圏域の基本指標】     [県値] 

人口総数         709,451 人 

人口増減率（H22～H27） 2.8％    [1.0％] 

年齢３区分別人口 

 0～14 歳 95,643 人（13.6％）  [12.6％] 

15～64 歳 450,477 人（65.7％）  [62.5％] 

65 歳～  159,457 人（22.7％）  [24.8％] 

出生率（人口千対）    9.2     [7.8] 

死亡率（人口千対）    7.6     [8.7] 

（数字は半角を用いる） 

保健所 朝霞保健所 

圏 域 

（市町村） 

朝霞市・志木市・和光市・新座市・富士見市・ふじみ野市・ 

三芳町 

取組名 健康危機管理体制の整備充実  

【現状と課題】 

 新型インフルエンザなど新興感染症の発生、食中毒による集団感染、毒劇物

流出などの事故、自然災害に伴う健康被害、医薬品等の不正使用に伴う健康被

害、さらには核、生物、化学を用いた大量破壊兵器によるテロ事件発生など多

様化する健康危機発生への迅速な対応が求められています。 

 このような事態の発生予防、拡大防止等のため、健康危機管理体制の整備が

重要な課題となっています。 

 

感染症報告数（南西部保健医療圏） 

 一類感染症 二類感染症 三類感染症 四類感染症 五類感染症 

Ｈ２８ 

（埼玉県全体） 

   ０ 

  （０） 

１５７ 

（１３８５） 

  １９ 

（１８７） 

   １６  

 （１２５） 

   ５５ 

（５６８） 

Ｈ２７ 

（埼玉県全体） 

   ０ 

  （０） 

 １４１ 

（１２７３） 

  ２０ 

（１７５） 

   １８ 

 （１２９） 

  ３９ 

（４１２） 

食中毒発生状況（南西部保健医療圏） 

 件数 患者数 

Ｈ２８  １   ３ 

（埼玉県全体） （１６） （１７１） 

Ｈ２７  ５ １０４ 

（埼玉県全体）  （２３） （５４７） 
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【施策の方向（目標）】 

健康危機発生に備え、平時から医療機関・検査機関・消防・警察・市など関

係機関等と連携体制を強化するとともに、健康危機発生予防のための普及啓発

に努めます。また、健康危機発生時には、迅速かつ的確な情報収集、分析及び

情報提供体制の充実を図ります。 

【主な取組及び内容】 

■健康危機管理関係機関の連携体制の構築 

新興感染症、集団食中毒及び災害等に伴う健康被害発生時に各関係機関相互

の連携強化を図り、迅速に連携がとれる体制を構築します。 

〈実施主体：市町、保健所、医師会、歯科医師会、薬剤師会、警察、消防〉 

■自主管理体制整備の推進 

食品、毒劇物、医薬品等の営業者を対象とした研修などを通して、感染症、

食中毒、毒劇物及び医薬品等の情報を提供し、健康危機に対して各機関が主体

的に対応できるように自主管理体制の整備を推進します。 

〈実施主体：市町、保健所、医師会、歯科医師会、薬剤師会、警察、消防> 

■健康危機管理情報の収集、分析及び提供体制の充実 

平時から、事後の関係機関と連携を強化し、新興感染症、集団食中毒及び災

害等の健康危機発生時に的確に機能する情報収集体制等の充実を図ります。 

〈実施主体：市町、保健所、医師会、歯科医師会、薬剤師会、警察、消防〉 
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（県図及び二次保健医療圏 

の位置図） 

【圏域の基本指標】     [県値] 

人口総数         709,451 人 

人口増減率（H22～H27） 2.8％    [1.0％] 

年齢３区分別人口 

 0～14 歳 95,643 人（13.6％）  [12.6％] 

15～64 歳 450,477 人（65.7％）  [62.5％] 

65 歳～  159,457 人（22.7％）  [24.8％] 

出生率（人口千対）    9.2     [7.8] 

死亡率（人口千対）    7.6     [8.7] 

（数字は半角を用いる） 

保健所 朝霞保健所 

圏 域 

（市町村） 

朝霞市・志木市・和光市・新座市・富士見市・ふじみ野市・ 

三芳町 

取組名 在宅医療の推進  

【現状と課題】 

 総務省の統計によると２０１７年 1月 1日現在、当医療圏の６５歳以上の高

齢者人口は１５万 7千人で、高齢化率２３％は県平均２５％に比べ低いものの

高齢化は確実に進んでいます。さらに２０４０年には３０％を超えると予想さ

れ、そのうち７５歳以上の高齢者の割合は現在の１１．１％から１７．２％と

予測されています。（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人

口（平成２５年３月推計） 

 これに伴い、要介護認定者や認知症患者も増加しており、自宅や地域で疾病

や障害を抱えつつ生活を送る人が今後も増加していくことが見込まれます。 

 また、独居又は夫婦のみの世帯も増加しており、今後はこうしたことを踏ま

えた医療提供のあり方を検討することが重要です。 

 こうした中、在宅医療のニーズが大幅に増加しており、当医療圏では平成２

８（２０１６）年度に策定した「地域医療構想」により、２０２５年の在宅診

療等の必要量は７,０３９/日（うち訪問診療分は３,９３５/日）と推計されて

おり、これは平成２５年（２０１３年）の約１．９倍になります。  

 今後は、いま以上に患者が最期まで住み慣れた地域で安心して質の高い在宅

医療を受けられるように、多職種協働により包括的かつ継続的医療を提供する

ことが必要です。 

 しかし、在宅医療を希望する登録患者や登録医師はまだ少なく、在宅療養支

援ベッドの利用も少ないなど、在宅医療の推進は始まったばかりです。 

 地域における病院、診療所、歯科診療所、薬局、訪問看護ステーション、介

護施設など関係機関の連携体制の構築やこれらを担う人材の育成などの課題が

あります。 
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朝霞地区医師会 

 登録患者数 登録医 在宅療養支援ベ

ッド利用日数 

 

Ｈ２８ 

 

１４７ 

 

３４ 

   

２ 

Ｈ２９（H29.4～

H29.12） 

 

１４５ 

 

３４ 

   

６ 

 

東入間医師会 

 登録患者数 登録医 在宅療養支援ベ

ッド利用数 

Ｈ２８（H28.12～

H29.3） 

 １９ 

 

４９   ０ 

Ｈ２９（H29.4～

H29.12） 

 ２６ ４９ 

 

  ０ 

【施策の方向（目標）】 

最期まで住み慣れた自宅等で自分らしい生活が続けられるよう、入院医療や

外来医療、介護、福祉サービスと相互に補完しながら患者の日常生活を支える

在宅医療を推進します。 

【主な取組及び内容】 

■在宅医療関係機関の連携体制の構築 

市町や地域医師会、歯科医師会、薬剤師会等の関係団体や保健所が連携しな

がら在宅医療の推進を図っていきます。 

〈実施主体：市町、保健所、医師会、歯科医師会、薬剤師会> 

 

■患者を支える多職種連携システムの確立 

医師、歯科医師、薬剤師、看護職員、歯科衛生士、介護専門員、介護職員な

ど多職種が互いの専門的な知識を活かしながらチームとなって患者・家族をサ

ポートしていく体制を構築します。 

また、多職種間での情報共有をより円滑に進めるため。ICT による医療・介護

ネットワークシステムの普及・拡大を図っていきます。 

〈実施主体：市町、保健所、医師会、歯科医師会、薬剤師会> 

 

■在宅医療に関わる医療や介護の人材育成 

関係機関・団体等と連携し、必要な専門的・基礎的知識及び技術を習得する

ための研修の実施により、在宅医療に関わる医療や介護の人材育成を図ってい

きます。    〈実施主体：市町、保健所、医師会、歯科医師会、薬剤師会> 
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（県図及び二次保健医療圏 

の位置図） 

【圏域の基本指標】     [県値] 

人口総数         709,451 人 

人口増減率（H22～H27） 2.8％    [1.0％] 

年齢３区分別人口 

 0～14 歳 95,643 人（13.6％）  [12.6％] 

15～64 歳 450,477 人（65.7％）  [62.5％] 

65 歳～  159,457 人（22.7％）  [24.8％] 

出生率（人口千対）    9.2     [7.8] 

死亡率（人口千対）    7.6     [8.7] 

（数字は半角を用いる） 

保健所 朝霞保健所 

圏 域 

（市町村） 

朝霞市・志木市・和光市・新座市・富士見市・ふじみ野市・ 

三芳町 

取組名 今後高齢化に伴い増加する疾患等対策  

【現状と課題】 

当医療圏の平成 27 年の死因別死亡数は、悪性新生物（がん）、心疾患及び脳

血管疾患のいわゆる三大生活習慣病が 2,905 人で死亡総数の 55.2％（県 54.4％）

を占めています。27 年度特定健診受診率は 41.2％（県 38.6％）特定保健指導実

施率 20.1％（県 16.7％）であり、県平均より高くなっています。また、特定健

診による糖尿病判定の有病者、予備群は38.7％（県39.1％）ですが、男性は45.8％

と県平均 44.4％より高くなっています。27 年身体障害者手帳（じん臓）交付者

は 0.23％（県 0.27％）ですが、23 年と 27 年の交付状況を比較すると 1.13 倍（県

1.11 倍）に増加しています。26 年度国保における一人当たり診療費は全体が

223,348 円（県 234,913 円）、退職国保で 267,037 円（県 285,516 円）です。28

年「65 歳健康寿命」は男性 17.32 年（県 17.19 年）、女性 20.11 年（県 20.05 年）、

「要介護等認定率（65 歳以上）」は男性 10.2％（県 10.5％）、女性 16.1％（県

17.4％）となっています。 

当医療圏は県平均に比べ出生率が高く高齢化率が低い地域ですが、埼玉県の

後期高齢者人口は全国で最も早い速度で増加しています。今後、当医療圏でも

急速に高齢化が進むと見込まれることから、生活習慣病の予防や健康寿命の延

伸が重要な課題となります。 
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【施策の方向（目標）】 

健康で自立した生活を送る期間（健康寿命）をできる限り伸ばすよう、生涯

を通じた生活習慣病対策を推進します。糖尿病対策をすすめ重症化を予防しま

す。職域保健と連携し生きがいを持って暮らす高齢者が地域に増えることを目

指します。高齢者自らが要介護状態の予防を目指して健康保持に努めるよう働

きかけます。また、生活習慣病予防、高齢者対策の観点から歯や口腔の健康状

態を保持増進する取組を促進します。 

【主な取組及び内容】 

■生活習慣病予防など健康づくり対策の推進 

生活習慣病を早期発見するため、特定健診・各種がん検診等の受診率向上と

効果的な保健指導の実施を目指します。また、健康づくりに取り組みやすい環

境整備を推進します。〈実施主体：市町、保健所、医師会、歯科医師会、各種健

康づくり関係団体、保険者〉 

 

■糖尿病対策の推進 

糖尿病患者及び予備群の早期発見に努め、発症予防に取り組みます。また、

糖尿病性腎症重症化予防対策や糖尿病診療体制の構築を図り、重症化予防に努

めます。〈実施主体：市町、保健所、医師会、歯科医師会、医療機関、保険者〉 

 

■地域・職域保健の連携推進 

 生涯を通じた健康管理を支援するため、地域・職域保健の連携を図ります。

働き盛り世代からの健康づくり対策に取り組み、健康寿命の延伸を総合的にす

すめます。〈実施主体：市町、保健所、医師会、商工会、事業所、保険者〉 

 

■介護予防の推進 

機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチのほか、生活環境の調整、高

齢者自身が社会的役割を実感できる地域づくりを目指します。 

〈実施主体：市町、保健所、医師会、歯科医師会、介護・福祉関係機関〉 

 

■歯・口腔の健康の維持・向上のための取組の推進 

歯や口腔の健康増進は全身の健康に関係し、健康寿命の延伸と生活の質の確

保につながります。8020 運動などの歯や口腔の健康状態を保持増進する取組を

すすめます。〈実施主体：市町、保健所、医師会、歯科医師会、歯科衛生士会、

介護・福祉関係機関、事業所〉 
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（県図及び二次保健医療圏 

の位置図） 

【圏域の基本指標】     [県値] 

人口総数         709,451 人 

人口増減率（H22～H27） 2.8％    [1.0％] 

年齢３区分別人口 

 0～14 歳 95,643 人（13.6％）  [12.6％] 

15～64 歳 450,477 人（65.7％）  [62.5％] 

65 歳～  159,457 人（22.7％）  [24.8％] 

出生率（人口千対）    9.2     [7.8] 

死亡率（人口千対）    7.6     [8.7] 

（数字は半角を用いる） 

保健所 朝霞保健所 

圏 域 

（市町村） 

朝霞市・志木市・和光市・新座市・富士見市・ふじみ野市・ 

三芳町 

取組名 ジェネリック医薬品の使用促進 

【現状と課題】 

ジェネリック医薬品は、先発医薬品の特許が切れた後に、先発医薬品と同じ

有効成分を同量含み、同等の効き目があるものとして、先発医薬品とは別の製

薬会社が国の承認を受けて製造・販売している医薬品です。一般的に研究開発

に要する費用が低く抑えられることから、先発医薬品に比べて薬価が安くなっ

ています。そのため、ジェネリック医薬品を使用することにより、医療の質を

確保しながら、患者の薬剤費の負担を軽減するとともに、保険者や国の財政負

担を軽減することができます。 

 国は平成 19 年５月、ジェネリック医薬品の数量シェアを平成 24 年度までに

30％以上にすることを目標として掲げ、同年 10 月に「後発医薬品の安心使用促

進アクションプログラム」を策定しました。さらに、ジェネリック医薬品の使

用を促すため、平成 25 年４月に「後発医薬品のさらなる使用促進のためのロー

ドマップ」を策定し、ジェネリック医薬品使用の促進における国、都道府県、

ジェネリック医薬品メーカー等の役割をより明確にしました。そして、平成 29

年６月、国は「経済財政運営と改革の基本方針 2017」の中で、2020 年９月まで

にジェネリック医薬品の数量シェアを 80％にするという目標を設定し、できる

だけ早期に達成できるよう、更なる使用促進策を検討することとしています。 

ジェネリック医薬品の数量シェアは順調に推移していますが、医療関係者や

患者の中には、依然として品質等に対する疑問や漠然とした不安などがあり、

使用状況はまだ十分とは言えない状況です。 
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表 1        ジェネリック医薬品数量シェア (%) 

                                H29.3 現在 

全   国 68.6 埼 玉 県 69.8 

朝 霞 市 68.0 富 士 見 市 69.0 

志 木 市 66.3 ふじみ野市 65.6 

和 光 市 70.4 三 芳 町 77.6 

新 座 市 71.5  

注 ジェネリック医薬品の数量シェアは、ジェネリック医薬品(後発医薬品)のある医薬品

のうち、後発医薬品使用量の占める割合 

後発医薬品の数量／(後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後発医薬品の数量)で算出 

表 2 
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【施策の方向（目標）】 

 県民が安心してジェネリック医薬品を使用できるよう、行政、医療従事者、

関係団体、保険者等が協働して普及啓発や環境整備に努め、ジェネリック医薬

品の使用促進を図ります。 

 

○ 南西部保健医療圏のジェネリック医薬品数量シェア 

現状値 ６５．６〜７７．６％      目標値 ８０．０％以上 

   （２０１６年度末）           （２０２１年度末） 

 

【主な取組及び内容】 

■広報活動の推進 

 ポスター、リーフレット、ホームページ等による普及啓発を推進し、ジェネ

リック医薬品に関する県民の理解をさらに深めます。 

 〈実施主体：市町、保健所、医師会、歯科医師会、薬剤師会、保険者〉 

■患者サポートの実施 

 ジェネリック医薬品の使用促進の意義、品質・有効性・安全性、メリット、

選定基準などについて患者に説明し、患者が服用・使用する医薬品を自ら選択

できるようにサポートします。 

 〈実施主体：医師会、歯科医師会、薬剤師会〉 

■医療従事者間の情報共有の促進 

薬局で調剤されているジェネリック医薬品の選定基準に関する情報を医療従

事者間で共有することにより、処方する医師、歯科医師の疑問や不安の解消に

努めます。 

 〈実施主体：医師会、歯科医師会、薬剤師会〉 

■ジェネリック医薬品利用差額通知等の活用 

 先発医薬品からジェネリック医薬品に切り替えた場合の自己負担軽減額を被

保険者にお知らせします。また、ジェネリック医薬品の希望カード・シールを

配布し、患者の希望を医療従事者に伝えやすくします。 

 〈実施主体：市町、保険者〉 
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